
 
 

 

日本政府 イラクの脆弱なコミュニティを支援するためIOMとの連携を継続 

2021年4月15日 

バグダッド – イラクには、過去の紛争が残した問題が未だ山積しています。2014～

2017年の対イスラム国（ISIL）紛争から復興のさなかですが、新型コロナウィルス感染

拡大によって、イラクはさらなる社会経済的打撃を受け、平和、安全、開発の推進は停

滞しています。 

事実、2017年にイスラム国との紛争は終結したものの、イラクは今も紛争再発の危険性

と隣り合わせにいます。国の中枢はイスラム国から領土を奪い返すために行った大規模

な戦時中の軍事体制強化の後処理に悩まされています。また、雇用機会や公共サービス

が限られるため、民間生活に戻るために自ら退役した多くの元戦闘員たちは生活に苦戦

している現状です。 

そんな中、日本政府は社会的脆弱な立場にいる人々を支援するため、国際移住機関（

IOM）に新たに420万米ドル（4億6,600万円）の支援を決めました。この援助のもと、

IOMイラクは紛争後の複雑で脆弱な社会情勢であるニネワ県やアンバール県で、安全で

包括的・社会的結束を高める活動を行うことで、社会の安定化を図り、新たな暴力が勃

発するリスクを軽減する考えです。 

IOMイラクは、イスラム国と過去に関わりを持ったがために支援を受けることのできな

い人々や、元戦闘員、コミュニティ全般を対象に活動を行います。イラク政府の意向を

尊重し、特に若年層を中心に働きかけるものです。このプロジェクトを通してIOMはイ

ラク政府や、地元権力者、地域・宗教・部族のリーダー、民間企業などをはじめとした

ステークホルダーと連携し、イラク政府の掲げる「暴力的過激主義を防止する国家戦略

」を支援します。 

さらに、各地の脆弱性を悪化させた新型コロナウィルス感染拡大への対応として、社会

経済的打撃に取り組む支援を行い、犯罪率増加に関しても分析と対応を行います。 

「ひたむきな働きかけなくして、脆弱なコミュニティの安定化、新たな暴力勃発のリス

ク軽減、紛争後の力関係の緩和は不可能です。」とIOMイラク事務所所長のGerard 

Waiteは語ります。「IOMは、日本政府の継続的な支援とパートナーシップに重ねて御

礼申し上げます。」 

鈴木光太郎在イラク日本大使は、「日本は、２０１４年以降、危機による影響を受けた

人々に対する人道支援としてこれまでに５億米ドル以上の資金支援を実施するとともに

、新規の人道支援として、IOMによる今回のプロジェクトを含む、５，０００万米ドル



 
 

 

の資金支援を実施することを決定した」、「今回の日本政府及び日本国民からの支援が

ニナワ及びアンバール県における紛争後の複雑かつ脆弱なコミュニティーの安定を促進

させ、暴力の回帰への危険を低減させるのに資することを望んでいる」、「私は、IOM

の専門性を信頼しているとともに、ニナワ及びアンバール県の人々が社会的な結束を実

現し、暴力の回帰を拒否することを固く信じている」と述べています。 

今回の『イラクにおける地域に特化したインクルージョン推進プロジェクト』は、日本

政府の支援のもと2020-2021年に行われた『イラクでの治安と開発の連携（SDN）強化

：紛争の影響を受けたコミュニティの安定化プロジェクト』での学びやグッド・プラク

ティスを参考に行われます。 

 

詳しくは、IOMイラク広報部までご連絡ください。 

Tel: +964 751 402 2811, Email: iraqpublicinfo@iom.int 
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